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要旨 
 近年の生産工程の国際分業の急速な進展に伴い、企業のオフショアリングや海外アウトソーシングが当

該企業及び関連企業に与える影響に関する関心が高まっている。OECD による Global Value Chain Index

（GVCI）で日本企業のグローバルバリューチェーンへの参加度をみると 1995 年の 29．3％から 2009 年に

おける 47．7%へ上昇している。また RIETI-TID データベースによると、中国からの部品等の日本への輸出

は、2000 年の 57.8 億ドルから 2016 年には 250 億ドルへと急増している。 

本研究は、日本企業による中間財の国際調達が当該企業のパフォーマンス、特に輸出に与える効果に注

目して分析した。まず、中間財の国際調達が企業の生産性に与える効果を分析したところ、既存研究と同

様に生産性にプラスの効果があることが判明した。地域別には北米、欧州からの輸入の効果が大きく、中

国からの輸入には効果が認められなかった。この結果から中間財の国際調達には技術のスピルオーバー効

果があるものと解釈できる。加えて輸入は企業内における資源配分の効率化によって企業の生産性を高め

るものと思われる。企業の生産性をコントロールしたうえで、事業所、企業の輸出行動に与える効果を推

計したところ、中間財の国際調達は事業所及び企業の輸出の開始、輸出金額の増加にプラスの効果がある

ことが判明した。この結果は、生産性向上による効果に加えて、価格の低下を通じて輸出が促進されるこ

とを示唆する。また中間財の国際調達には、事業所、企業の雇用へのマイナスの効果は認められなかった。 

 

キーワード：企業の多様性、輸入中間財、TFP、企業の輸出、企業の雇用 

JEL Classification: F14, F60, L25 

RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、

活発な議論を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の

責任で発表するものであり、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すもの

ではありません。 
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2 
 

1．はじめに 

 近年の生産工程の国際分業の進展に伴い、企業のオフショアリングや海外アウトソーシ

ングが当該企業及び関連企業に与える影響に関する関心が高まっている。OECD 作成によ

る Global Value Chain Index（GVCI）で日本企業のグローバルバリューチェーンへの参加度

をみると 1995 年の 29.3％から 2009 年における 47.7%へ上昇している。この GVCI による参

加度を、前方への参加度（国際的な中間財・サービスの供給）と後方への参加度（国際的な

中間財・サービスの調達）に分けると、前方への参加度が高く増加傾向にあるが、同時に後

方への参加度も増加傾向にある。後方への参加の割合は 1995年の 6.8％から 2009年の 14.8％

へと着実に上昇している。2009 年における日本の産業別の GVCI をみると、電気機械、輸

送機械、化学、鉄鋼・金属製品において参加度が高く、輸送機械、電気機械における後方へ

の参加度が高く、それぞれ 3.1%、4.3%であり、特に輸送機械においては後方への参加度が

前方の参加度（2009 年において 2.0％）を上回っている。このように日本企業は国際的なサ

プライチェーンを構築することを通じて、生産体制の最適化、国際競争力の向上を図ってい

るものと推察される。 

経済産業省による「海外事業活動調査」によると、2016 年度の海外生産比率（国内全法

人ベース）は全製造業で 23.8％であり、特に輸送機械、はん用機械、情報通信機械といった

産業における比率が高く、それぞれ 46.1%、32.9%、27.3%である。また RIETI-TID データベ

ースによると、全世界から 547.5 億ドルから 2016 年には 817 億ドルへと増加している。特

に中国の全産業による部品等の日本への輸出増加はめざましく、2000 年の 57.8 億ドルから

2016 年には 250 億ドルに増加している。このような中国からの急速な輸入の拡大に対して

Taniguchi (2019)は、Autor et al. (2013)によるアメリカを分析したケースと異なり日本企業の

雇用の増加率を上昇させたことを見いだしている。この背景としてアメリカでは中国から

最終財を輸入しているのに対し、日本企業は中国から主に中間財を輸入しており、中間財の

輸入は企業の生産性を高め、むしろ生産全体にプラスの効果があるものと考察している。 

国際調達を行っている企業が一般に生産性が高いことは、本研究で用いている「経済産業

省企業活動基本調査」のデータからも確認できる。図１は、「経済産業省企業活動基本調査」

の企業レベルのデータによって、日本企業の中、国際調達（輸入）を行っている企業（輸入

企業）と非輸入企業、輸出企業と非輸出企業の生産性分布を比較したものである 1。輸出企

業の生産性が高いこと、輸入企業が非輸入企業より生産性が高いことがわかる 2。 

  

                                                   
1 サンプル期間は 1997～2014 年である。 
2 輸入を行っている企業の殆どが輸出を行っている可能性も考えられるが、「企業活動基本

調査」のデータによれば、輸入企業の 3 分の 1 は輸出を行っておらず、逆に輸出企業の 3
分の 1 は輸入を行っていない。 
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図 1 輸入・輸出と企業の生産性分布 

 

出所：「経済産業省企業活動基本調査」のデータより著者作成。 

 

本研究は、中間財の国際調達が日本企業のパーフォマンス（生産性、輸出、雇用）に与え

る影響を、「経済産業省企業活動基本調査」、「海外事業活動基本調査」、「工業統計調査」、経

済産業省と総務省の「経済センサス‐活動調査」を利用することによって、企業や事業所の

様々な特徴を考慮に入れたうえで分析している。日本企業は積極的に海外調達を推し進め

てきたが、このような海外調達が企業のパフォーマンスに与えた効果を日本の企業、事業所

レベルのミクロデータを使用して包括的に研究した例は限られている 3。本論文の構成は次

のとおりである。次節では、中間財の国際調達が企業の輸出行動に与える影響に関連する先

行研究を概観する。第３節は実証分析に用いるデータと分析方法について議論する。第４節

は、中間財の国際調達と企業の輸出行動、雇用との関係に関する実証分析の結果を示す。第

５節は結論及び今後の課題について議論する。 

 

2．先行研究 

2．1．中間財の国際調達と企業の生産性  

中間財の国際調達が企業の生産性の向上に寄与するとする数多くの実証分析の結果があ

る。Wagner (2012)による企業の貿易と生産性の関係に関するサーベイによると企業の輸入

と生産性の関係には、生産性の高い企業が輸入を開始する側面と、調達の最適化と技術等の

スピルオーバー効果により生産性が改善する側面との両側面があり、それに関する研究が

蓄積されている。さらに輸入企業は生産性が高いため、輸出市場に進出する可能性が高く、

また高い国際競争力を保持するとの研究も数多くある。実証分析の結果は、輸出と輸入を同

時に行う企業（Two-way Trader）の生産性が、輸出のみ、輸入のみ、あるいは輸出も輸入も

行わない企業に比して生産性が高いことが見いだされている。ただし多くの実証研究は生

                                                   
3 佐藤・張・若杉（2015）が例外であるが、企業レベルのデータのみ使用していることに

加えて輸出に与える影響等については議論していない。 
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産性の高い企業が輸入を行う自己選択の仮説を支持しており、輸入により追加的に生産性

が向上するという効果に関して頑強な実証分析の結果は得られていない。 

佐藤・張・若杉（2015）は、輸入中間財を利用する企業の特質と輸入中間財の利用が企業

のパフォーマンスに与える影響を日本企業のデータを使用して実証分析を行っている。輸

入企業（輸入中間財を利用している企業）の特徴を検討したところ、生産性が高く、売上げ

に占める輸出の割合が高く、外国資本の参加を受けている企業において輸入中間財の利用

割合が高い傾向にあることが示された。加えて中間財の外国企業からの輸入は利益率と正

の相関がある一方で、市場を経由しない海外子会社からの輸入は利益率と負の相関がある

ことが確認されている。 

  

2．2．中間財の国際調達と企業の輸出及び雇用 

Bas and Strauss-Kahn (2013)は、国際調達する中間財の種類の増加により企業の輸出競争力

が向上する経路として、（1）生産性が向上する経路（間接効果）、（2）中間財の価格の下落

による輸出の期待利潤の増加（直接効果）及び（3）輸出製品の質の向上による国際競争力

の向上（質の向上効果）が考えられるとしている。フランス企業のデータを使用して企業の

輸入行動がその輸出に与える影響を分析し、輸入が企業の生産性の上昇を通じて輸出品の

増加に影響を与える効果に加えて、生産性をコントロールしても輸入中間財の増加が輸出

品目の増加をもたらす効果があることを発見した。 

Feng et al. (2016) は、中間財の国際調達が輸出行動に与える影響を、中国の製造企業のデ

ータを使用して分析を行った。その際に中間財の国際調達の内生性の問題に対処するため

に操作変数法を使用して分析を行い、企業による中間財の輸入額が 1.0%増加すると、輸出

額を 1.6%増加させるとの結果を得ている。 

Amiti et al. (2014) は、中間財の輸入している企業は、その輸出が為替レートの変動の影響

を受けにくいことを見いだしている。例えば通貨安は一般的に輸出を促進するものと考え

られる一方、輸入中間財価格を割高にし、企業の限界費用を高める可能性がある。この費用

の増加は、価格効果を通じて輸出の増加を限定的にする。 

Taniguchi (2019)は、中国からの輸入が地域レベルの雇用に与える影響を 1995 年から 2007

年の日本企業のデータを使用して分析を行い、中国からの中間財の輸入は製造企業の雇用

の伸び率にプラスの影響を与えているとの分析結果を得ている。また賃金に与える影響に

ついても分析し、中国からの中間財の輸入はプラスの影響を与える一方で、最終消費財の輸

入はマイナスの影響を与えることを見いだしている。 

本研究が先行研究と異なるのは、分析単位に企業に加えて事業所を含めたこと、また海外

での生産活動状況を含めて企業のグローバル化の状況を可能な限りコントロールして中間

投入の国際調達が製造業の事業所、企業のパフォーマンスに与える影響について分析を行

った点である。 
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3．分析の枠組み 

3．1．実証分析に使用したデータ 

 本研究は、企業の様々な特徴をコントロールしたうえで、中間財の国際調達が企業、事業

所の輸出活動に与える影響等を分析するために、「経済産業省企業活動基本調査」、「海外事

業活動調査」、「工業統計調査」、「経済センサス‐活動調査」を利用した。これらの統計情報

に含まれる企業名等の名簿情報をもとに互いに接続して、「工業統計調査」と「経済センサ

ス‐活動調査」による事業所レベルの情報に、「経済産業省企業活動基本調査」、「海外事業

活動基本調査」による企業情報を加えた。 

「経済産業省企業活動基本調査」は、経済産業省が 1995 年以降毎年実施しており、従業

者 50 人以上かつ資本金または出資金 3,000 万円以上の企業を対象とした一定規模以上悉

皆調査である。当該調査は製造業以外のサービス産業等の調査も実施しているが、「工業統

計調査」と「経済センサス‐活動調査」に接続するため、主に製造業企業のデータを利用し

た。当該調査から企業レベルの TFP を計測するために必要となる各種財務情報に加えて、

事業組織及び従業者数、親会社、子会社・関連会社の状況、地域別の輸出額、輸入額、研究

開発費及び研究開発投資といった情報が得られる。 

「工業統計調査」（2012 年は「経済センサス‐活動調査」）は従業者規模 4 人以上の製造

事業所を対象として（ただし、2008 年までは西暦末尾 0、3、5、8 年には全数調査）実施し

ている調査である。当該調査には従業者が 30 人以上の事業所の甲調査と従業者が 4 人以

上 29 人以下の事業所の乙調査があるが、本研究では事業所レベルの TFP を使用するため有

形固定資産について調査している甲調査のデータを利用した。本調査により事業所の所在

地、資本金額、従業者数、原材料・燃料といった中間投入財の金額データ、製造品出荷額等

に占める直接輸出額の割合などの情報が入手可能である。 

「海外事業活動基本調査」は、1971 年から毎年 3 月末時点で海外に現地法人を有する企

業（金融・保険業、不動産業を除く）に対して経済産業省が実施している調査である。ここ

で、海外現地法人とは、海外子会社と海外孫会社を総称していう。海外子会社とは、日本側

出資比率が 10％以上の外国法人をいい、海外孫会社とは、日本側出資比率が 50％超の海外

子会社が 50％超の出資を行っている外国法人をいう。海外事業活動基本調査の調査事項は、

本社企業調査票のものと現地法人調査票のものに分類され、本社企業調査票では、本社の概

要、操業状況、雇用の状況、損益計算書項目、現地法人調査票では現地法人の概要、出資状

況、操業状況、雇用、売上高や仕入高などの活動状況等の情報の入手が可能である。 

 

3．2．事業所レベル及び企業レベルの TFP の推計方法 

企業及び事業所の全要素生産性（Total Factor Productivity、以下 TFP）は以下のように定義

し、測定する。企業 f 及び事業所 i の全要素生産性を示すln𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓,𝑡𝑡及び ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑖𝑖,𝑓𝑓,𝑡𝑡は、当該産

業の代表的企業の TFP 水準対数値と比較することで（1）式のように定義している。 
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ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓,𝑡𝑡 = �ln𝑄𝑄𝑓𝑓,𝑡𝑡 − ln𝑄𝑄𝑡𝑡������� −�
1
2
�𝑆𝑆𝑖𝑖,𝑓𝑓,𝑡𝑡 − 𝑆𝑆𝚤𝚤,𝑡𝑡������ln𝑋𝑋𝑖𝑖,𝑓𝑓,𝑡𝑡 − ln𝑋𝑋𝚤𝚤,𝑡𝑡��������

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

                (1) 

 

ただし、Qf, tはｔ期における企業 f の産出額、 Si, f, tは企業 f の生産要素 i の t 期におけるコ

ストシェア、Xi, f, tは企業 f の生産要素 i の t 期における投入量である。また、各変数の上の

線はその変数の産業算術平均を表す。生産要素として資本、労働、実質中間投入を考える。

労働時間は企業や事業所レベルのデータが望ましいが、データセットには存在しないため、

産業平均の統計で代用している。投入及び産出物の実質化、産業平均の労働時間などは日本

産業生産性データベース（Japan Industrial Productivity Database）2015 年版 4（以下、JIP2015）

からとっている。 

（1）式の定義では、産業の平均的な産出額、投入額、生産要素のコストシェアを持つ企

業を代表的企業として想定する。（1）式の右辺の第一、第二項は t 時点の企業 f とその時点

における代表的企業の間の TFP 水準対数値の乖離を表す。これは、生産関数の推計による

生産性計測と違って、企業間の異なる要素投入や生産物市場の不完全競争を考慮すること

ができる長所がある一方で、規模に対する収穫不変、生産要素市場の完全競争市場を仮定し

なければならないという制約がある 5。 

 

3．3．推計に使用した為替レート 

本論文で用いている実質実効為替レートは、日本の各産業が世界の各国に対して行って

いる輸出額を重みとして以下のように求めている。具体的には、産業 i が直面している実質

実効為替レートln𝑅𝑅𝑋𝑋𝑖𝑖𝑡𝑡は以下のように定義される。 

 

∆ ln𝑅𝑅𝑋𝑋𝑖𝑖,𝑡𝑡 = ∑ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑖𝑖,𝑐𝑐,2000
𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸𝑡𝑡𝑖𝑖,2000𝑐𝑐  ∆ ln𝑅𝑅𝑋𝑋𝑐𝑐,𝑡𝑡, 

and 

𝑅𝑅𝑋𝑋𝑐𝑐,𝑡𝑡 = 
𝐸𝐸𝐸𝐸𝑐𝑐/𝑈𝑈𝑈𝑈,𝑡𝑡

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽/𝑈𝑈𝑈𝑈,𝑡𝑡
∙ 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽𝐽,𝑡𝑡

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑐𝑐,𝑡𝑡
 . (2) 

 

ただし、Exporti,c,2000は日本の産業 i が c 国に対して 2000 年に行った輸出額、Exporti,2000 は

産業 i が 2000 年に行っている輸出の合計額、ERc/US,tはドルで表記した c 国の対米名目為替

レート、CPIc,tは c 国の t 年の消費者物価指数である。産業ごとの実質実効為替レートは 2010

年を 1 とするディビジア指数として計算した。産業ごと、相手国ごとの輸出額は JIP2015 を

                                                   
4 https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2015/ 
5 Kasahara, Nishida, and Suzuki (2017)は生産性動学分析を行う際に、生産関数の推計によっ

て産業内の企業間生産技術の差がないと仮定すると、再配分効果が過大評価される問題を

指摘している。 
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用いている。名目為替レートと消費者物価指数は世界銀行のデータを用いている。また、為

替レートに与える輸出の影響を最小にするために、各国ごとの輸出額のウェイトは 2000 年

時点に固定している。  

 

3．4．分析方法 

本研究では、中間投入の国際調達が企業の生産性、輸出行動、雇用者数に与える影響を分

析する。そこで次の 4 つの式を推計する 6。（3）式は企業の中間財の国際調達が当該企業の

生産性に与える影響を検証する 7。 

 

ln 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓,𝑡𝑡

= 𝛼𝛼𝑓𝑓 + 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖𝐸𝐸 ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑂𝑂𝑆𝑆𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�+ 𝛽𝛽𝐸𝐸&𝐹𝐹 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝑇𝑇𝐹𝐹𝐶𝐶𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓,𝑡𝑡−1

+ 𝛽𝛽𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶 ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷 + 𝑌𝑌𝐸𝐸𝑌𝑌𝑅𝑅

+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑓𝑓𝑡𝑡                                                      (3) 
 

添字のｆは企業、t は年を示す。𝛼𝛼𝑓𝑓は企業の固定効果、ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年に

おける輸入金額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑂𝑂𝑆𝑆𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における海外現地法人に売

上高総額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は、企業ｆの t-1 年における R&D 投資額である。

ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は、企業ｆの事業所 i の t-1 年における総従業員の対数である。また産業

固定効果（IND）と年（YEAR）効果を変数として加えてある。 

（3）式の被説明変数として、TFP の代わりに t+1 年に事業所の退出した場合を 1 として、

存続し続けた場合は 0 を取るダミー変数を使用した推計も行った。 

 

（4）式は企業の中間財の国際調達が事業所及び企業の輸出開始に与える影響を検証する。 

 

Entry𝑓𝑓𝑡𝑡
= 𝑙𝑙𝑙𝑙 (𝑅𝑅𝑋𝑋𝑡𝑡) + 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖𝐸𝐸 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑂𝑂𝑆𝑆𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝐸𝐸&𝐹𝐹 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�
+ 𝛽𝛽𝑓𝑓𝑇𝑇𝐹𝐹𝐶𝐶𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1 + 𝛽𝛽𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷 + 𝑌𝑌𝐸𝐸𝑌𝑌𝑅𝑅
+ 𝜀𝜀𝑖𝑖𝑓𝑓𝑡𝑡                                                                                          

                                                   
6 推計は事業所レベル、企業レベル、企業・地域レベルで行うが、推計式は企業 f に対す

る推計式として記述している。 
7 事業所生産性への影響の推計には、当該事業所の 1 期前の事業所の生産性以外に 1 期前

の企業の変数（例えば生産性など）も説明変数として含まれる。できる限り内生性の問題

（例えば、生産性の伸びる企業・事業所が輸入も増やす場合）を避けるために、ほとんど

の説明変数は 1 期前の値を使っている。関連して説明変数に 2 期以上前の値を使うことも

考えられるが、説明変数のラグ構造と企業の被説明変数に関する先行研究がほとんどな

く、本研究の趣旨と異なる。また、状態変数としての輸入を考える場合、1 期ラグの値か

それ以上のラグの値かの間に大差はないと考えられる。これらのことから、長期ラグによ

る分析研究は別の研究課題としたい。 
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添字のｆは企業、t は年を示す。被説明変数のEntry𝑓𝑓𝑡𝑡は、企業ｆが t-1 期に輸出を行わず、

t 期に輸出した場合に 1 を取り、t-1 期と t 期ともに輸出を行わない場合に 0 をとるダミー変

数である。ln (𝑅𝑅𝑋𝑋𝑡𝑡)は t 年における経済全体の実質為替レートである。ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業

ｆの t-1 年における輸入金額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における海外現

地法人に売上高総額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は、企業ｆの t-1 年における R&D 投資額で

ある。𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1は企業ｆの t-1 年における TFP の対数である。ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの

t-1 年における総従業員の対数である。産業固定効果（IND）と年（YEAR）効果を変数とし

て加えてある。 

 

（5）式は企業の中間財の国際調達が企業 f の t 期における輸出額ln (Export𝑓𝑓𝑡𝑡)に与える影

響を検証する。分析は企業レベルの輸出総額及び地域別輸出 8に対して行う。 

 

ln (Export𝑓𝑓𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝑓𝑓 + 𝛽𝛽𝐸𝐸𝑅𝑅ln (𝑅𝑅𝑋𝑋𝑓𝑓𝑡𝑡) + 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖𝐸𝐸 ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑂𝑂𝑆𝑆𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�
+ 𝛽𝛽𝐸𝐸&𝐹𝐹 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1� + 𝛽𝛽𝑓𝑓𝑇𝑇𝐹𝐹𝐶𝐶𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1 + 𝛽𝛽𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶 ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑖𝑖𝑓𝑓𝑡𝑡−1�
+ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷 + 𝑌𝑌𝐸𝐸𝑌𝑌𝑅𝑅
+ 𝜀𝜀𝑓𝑓𝑡𝑡                                      (5) 

 

添字のｆは企業、t は年を示す。被説明変数のln (Export𝑓𝑓𝑡𝑡)は、企業ｆの t 年における輸出

総額の対数である。𝛼𝛼𝑓𝑓は企業固定効果、ln (𝑅𝑅𝑋𝑋𝑓𝑓𝑡𝑡)は前節で説明した企業ｆの t 年における実

質為替レートである。ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における輸入金額の対数である。

𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑇𝑇𝐷𝐷𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1年における海外現地法人に売上高総額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�

は、企業ｆの t-1 年における R&D 投資額である。𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1は企業ｆの t-1 年における TFP

の対数である。ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における総従業員の対数である。また産

業固定効果（IND）と年（YEAR）効果を変数として加えてある。 

 

（6）式は企業の中間財の国際調達が当該企業の雇用に与える影響を検証する。 

 

ln (𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡) = 𝛼𝛼𝑓𝑓 + 𝛽𝛽𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 ln�𝑆𝑆𝑂𝑂𝑙𝑙𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡�+ 𝛽𝛽𝑖𝑖𝑖𝑖𝐸𝐸 ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�+ 𝛽𝛽𝐹𝐹𝐹𝐹𝐶𝐶 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑇𝑇𝐷𝐷𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�

+ 𝛽𝛽𝐸𝐸&𝐹𝐹 𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�+ 𝛽𝛽𝑓𝑓𝑇𝑇𝐹𝐹𝐶𝐶𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1 + 𝛽𝛽𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶 ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�+ 𝐼𝐼𝐼𝐼𝐷𝐷

+ 𝑌𝑌𝐸𝐸𝑌𝑌𝑅𝑅

+ 𝜀𝜀𝑓𝑓𝑡𝑡                                 (6) 

 

添字のｆは企業、t は年を示す。被説明変数のln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t 年における

総従業員の対数である。𝛼𝛼fは企業の固定効果、ln�𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における輸

                                                   
8 データの制約から輸出地域を北米、ヨーロッパ、アジア、その他の四つに分けている。 
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入金額の対数である。𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑇𝑇𝐷𝐷𝐼𝐼𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における海外現地法人に売上高総額の対

数であり、𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅&𝐷𝐷𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は、企業ｆの t-1 年における R&D 投資額である。𝑙𝑙𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑇𝑓𝑓𝑡𝑡−1は企業ｆ

の t-1 年における TFP の対数である。ln�𝐸𝐸𝐼𝐼𝐼𝐼𝑙𝑙𝐼𝐼𝐸𝐸𝑂𝑂𝑂𝑂𝑓𝑓𝑡𝑡−1�は企業ｆの t-1 年における総従業員

の対数である。産業固定効果（IND）と年（YEAR）効果を変数として加えてある。 

 

3．5．日本の企業・事業所における国際貿易 

図 2 は、「工業統計調査」（2012 年は「経済センサス‐活動調査」）と企業活動基本調査で

調査されている事業所及び企業のうち、輸出を行う企業及び事業所の割合の近年の推移を

まとめたものである。1997 年から 2014 年の期間において約 3％強の事業所と 20％強の企業

が輸出を行っている。この期間において、円安が進行しているが、輸出事業所及び企業の割

合が緩やかに増加していることがわかる。 

「経済産業省企業活動基本調査」では企業の輸出総額に加え、地域別輸出額も調査してい

る。図 2 において企業の輸出先を四つの地域に分割し、企業・地域単位での輸出の割合 9の

推移をみている。概ね 10％前後の割合で企業・地域単位の輸出が行われており、事業所や

企業の輸出事業所、企業の割合と同様、緩やかな増加傾向を示している。 

 

図 2 輸出企業・事業所・地域の割合の推移 

 
注：「経済産業省企業活動基本調査」のデータより著者作成。左軸は輸出企業・事業所の割合を表し、右軸

は為替レートを表す。為替レートは JIP2015 と世界銀行のデータを用いて、2010 年の値が 1 となる指標と

して作成されており、為替レートの上昇は円高を意味する。 

 

図 3 は、輸出額の合計が事業所の出荷額と企業の売上額に占める割合の推移を描いてい

る。事業所の場合、2001 年の 7％強から 2014 年の 12％強へと急速に割合が上昇している。

一方企業の輸出額が企業全体の売上に占める割合は、2001 年の 8％強から 2014 年の 11％弱

と事業所と同様円安の進展とともに輸出額の割合が増加しているものの、その増加の割合

                                                   
9 （輸出されている企業・地域の数）/ 全企業数×4 地域） 
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は事業所に比して緩やかである。 

 

図 3 輸出額／産出額の推移 

 
注：「経済産業省企業活動基本調査」のデータより著者作成。左軸は輸出額/産出額の割合を表し、右軸は為

替レートを表す。為替レートは JIP2015 と世界銀行のデータを用いて、2010 年の値が 1 となる指標として

作成されており、為替レートの上昇は円高を意味する。 

 

図 4 は図 2 と図 3 と同様のことを輸入企業について見ている。平均すると約 2.5％の企業

が輸入を行っており、仕入額全体に占める輸入の割合は約 8.3％である。一般的に通貨安は

輸入材の購入価格を高騰させ、輸入に負の影響を与えると考えられるが、図 4 のように、分

析期間の円安の進行にも関わらず輸入企業数の割合、輸入額ともに増加していることがわ

かる。ただし、その増加幅は輸出ほどではない。例えば、2001 年から 2014 年までの間、輸

出企業数の割合は 2.4％ポイント増加し、輸出額の割合も 2.5％ポイント増加したのに対し、

輸入企業数の割合は 1.6％ポイント、輸入額の割合は 1.0％ポイントの増加にとどまってい

る。 
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図 4 輸入額／仕入額の推移 

 
注：「経済産業省企業活動基本調査」のデータより著者作成。左軸は輸入額/仕入額の割合を表し、右軸は為

替レートを表す。為替レートは JIP2015 と世界銀行のデータを用いて、2010 年の値が 1 となる指標として

作成されており、為替レートの上昇は円高を意味する。 

 

他に本分析に用いている諸変数の基礎統計量の詳細は付録の表 A.4.の通りである。 

 

4．分析結果 

4．1．事業所の生産性に与える影響 

先行文献でも指摘されているように、中間投入財・サービスの輸入は、（1）投入要素の資

源配分の改善、（2）技術のスピルオーバー効果により企業及び事業所の生産性を向上させる

可能性が考えられる。ただし、国内の中間投入財より輸入材の価格が安いことによって、生

産性が向上する効果の可能性もある。Fukao and Arai (2014)と Houseman et al. (2011) が指摘

しているように、生産費用の低い国からの輸入の増加による価格の変化は物価統計でも十

分に捉えきれていない。特に本研究では企業・事業所単位の輸入の分析をしているため、本

来なら企業・事業所レベルでの輸入材価格の調整が必要であるが、企業・事業所レベルの輸

入材の構成と輸入先の情報がないため、輸入材価格の変化による影響を十分に考慮するこ

とはできない。そのため、輸入材の構成や輸入先の変化による価格変化の影響が、計測され

た生産性に現れる可能性があることに注意が必要である。 

表 1 (a)は、事業所の生産性に与える輸入の効果を検証している。事業所の t 期の生産性

を、当該事業所の t-1 期の生産性に加え、所属企業の t-1 期の生産性や諸属性に回帰させて

いる。推計結果からは、輸入の増加が事業所の生産性を向上させる効果が確認できない。 
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表 1 (a) 中間財の国際調達と事業所の生産性 10 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、海外法人の売上 Sales  
overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされ

た標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

先行研究で確認されている輸入の生産性向上効果が表 1 (a) の推計で確認されない要因の

一つとして、説明変数の輸入が企業レベルであることが考えられる。企業レベルの輸入がど

の事業所で投入されるかに関する情報がないため、複数事業所でできている企業の場合、そ

の効果の検証が難しくなる。表 1 (b) はそのような問題が少ないと思われる単独事業所企業

11のみで推計を行った結果である。輸入の係数に関して、10％有意水準ではあるが有意な係

                                                   
10 中国からの輸入は 2009 年実績（2010 年調査）より調査されているため、すべての推計

で中国からの輸入を説明変数としている推計の観測値は他の推計モデルより観測値が少な

い。 
11 事業所レベルのデータで「工場が一つで、本店はこの工場と同じ場所にある」と答えた

事業所を意味する。 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

lnTFPestb. t-1 0.788*** 0.788*** 0.788*** 0.714*** 0.456*** 0.456*** 0.456*** 0.158***
[0.0139] [0.0139] [0.0138] [0.0198] [0.00213] [0.00213] [0.00213] [0.00589]   

lnTFPfirm, t-1 0.0910*** 0.0911*** 0.0918*** 0.0476*** 0.193*** 0.193*** 0.193*** 0.152***
[0.00933] [0.00938] [0.00917] [0.00973] [0.00400] [0.00400] [0.00400] [0.0115]   

ln(R&Destb. t -1) 0.00237*** 0.00245*** 0.00240*** 0.00425*** -0.000405 -0.000429 -0.000417 -0.00244
[0.000272] [0.000288] [0.000281] [0.000434] [0.000463] [0.000464] [0.000464] [0.00143]   

ln(#employee estb. t-1 ) 0.000519 0.00049 0.000411 -0.0018 0.00989*** 0.00988*** 0.00988*** 0.0137*  
[0.000764] [0.000753] [0.000755] [0.00100] [0.00173] [0.00174] [0.00174] [0.00643]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.00311* 0.00351*                
[0.00124] [0.00172]                

ln(Sales overseasfirm, t-1 ) 0.000258 0.000311 0.000624 0.000433* 0.000441* 0.0000936
[0.000166] [0.000174] [0.000373] [0.000211] [0.000211] [0.000624]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.000976 0.000354                
[0.00124] [0.00154]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00000713 0.000077                
[0.000267] [0.000267]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) -0.000109 -0.00047 -0.00064 -0.00352*  
[0.000359] [0.000827] [0.000463] [0.00158]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00171*** 0.000921 0.000552 -0.000754
[0.000457] [0.000804] [0.000482] [0.00161]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.000152 -0.000544 -0.0000181 -0.0000995
[0.000738] [0.000818] [0.000545] [0.00152]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) -0.00101** -0.0000177                
[0.000328] [0.000305]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.000242 0.00018
[0.000519] [0.000955]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.000962 -0.00102
[0.000555] [0.000992]   

N 205,791 205,791 205,791 40,993 205,791 205,791 205,791 40,993
adj. R-sq 0.684 0.684 0.684 0.717 0.136 0.136 0.136 -0.564

F.E.
Estimation FXE (establishment)

Year, IndustryYear, Industry

lnTFPestb. tlnTFPestb. t

OLS
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数として推計されており、推計された係数の値も表 1 (a) より大きい（モデル（1）と（5））。

しかし、ほかのモデルでは有意性は確認できなかった。 

 

表 1 (b) 中間財の国際調達と事業所の生産性（単独事業所企業のみ） 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、海外法人の売上 Sales  
overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされ

た標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 
 

表 1 (c) は、複数事業所企業 12のみで同様の推計を行った結果である。すべての推計モデ

ルで輸入の係数に関して有意性が確認できない。 

 

  

                                                   
12 事業所レベルのデータで「工場が二つ以上ある」と答えた事業所を意味する。 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

lnTFPestb. t-1 0.756*** 0.756*** 0.755*** 0.678*** 0.409*** 0.409*** 0.409*** 0.128***
[0.0156] [0.0156] [0.0156] [0.0269] [0.00440] [0.00440] [0.00440] [0.0119]   

lnTFPfirm, t-1 0.126*** 0.126*** 0.127*** 0.0781*** 0.248*** 0.247*** 0.247*** 0.224***
[0.0141] [0.0140] [0.0140] [0.0160] [0.00682] [0.00682] [0.00683] [0.0195]   

ln(R&Destb. t -1) 0.00315*** 0.00327*** 0.00318*** 0.00493*** -0.00104 -0.00102 -0.00104 -0.00209
[0.000638] [0.000648] [0.000635] [0.000998] [0.000889] [0.000888] [0.000889] [0.00293]   

ln(#employee estb. t-1 ) -0.00132 -0.00129 -0.00137 0.000794 -0.00077 -0.000855 -0.000926 0.00463
[0.00145] [0.00146] [0.00148] [0.00287] [0.00370] [0.00370] [0.00370] [0.0137]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 -0.000469 0.00253                
[0.00459] [0.00474]                

ln(Sales overseasfirm, t-1 ) -0.000388 -0.000346 0.000839 0.000488 0.000434 -0.00359*  
[0.000588] [0.000579] [0.00117] [0.000710] [0.000712] [0.00174]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.00476* 0.00700*                
[0.00204] [0.00303]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.000634 0.00149*                
[0.000454] [0.000665]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.00145 0.00135 0.00097 -0.00378
[0.00118] [0.00266] [0.00155] [0.00479]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00242* 0.00376 -0.0000974 -0.00439
[0.00116] [0.00187] [0.00144] [0.00393]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.0015 0.00035 0.00118 0.00134
[0.00138] [0.00198] [0.00205] [0.00490]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) -3.73E-06 0.00169*                
[0.000577] [0.000707]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) -0.000977 0.00255
[0.00117] [0.00223]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.00169 -0.00722** 
[0.00117] [0.00226]   

N 51,496 51,496 51,496 10,486 51,496 51,496 51,496 10,486
adj. R-sq 0.679 0.679 0.679 0.727 0.145 0.145 0.145 -0.524

F.E.
Estimation

lnTFPestb. t lnTFPestb. t

Year, Industry Year, Industry
OLS FXE (establishment)
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表 1 (c) 中間財の国際調達と事業所の生産性（複数事業所企業のみ） 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、海外法人の売上 Sales  
overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされ

た標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

 

4．2．企業の生産性に与える影響 

表 2-(a)は輸入の増加が企業の生産性に与える影響を検討している。事業所レベルの推計

と異なり、推計結果から正の関係が確認できる。輸入先地域別にみると、北米、ヨーロッパ

とアジアからの輸入が企業の生産性と有意な正の関係を持つ。中国からの輸入は生産性と

は有意な関係を持つとは言えない。もし、北米やヨーロッパからの輸入が主に資本財である

ならば、これは、Lee (1995) が議論しているように、輸入の中でも資本財の輸入が生産性に

正の影響を与えることを示している先行研究と整合的である。ただし、本研究では企業レベ

ルのデータでは輸入材の種類の区分ができないため、間接的な証拠であることに注意して

ほしい。モデル（6）の固定効果モデルでは有意な効果が確認できないことに注意する必要

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

lnTFPestb. t-1 0.791*** 0.791*** 0.790*** 0.717*** 0.449*** 0.449*** 0.449*** 0.174***
[0.0143] [0.0143] [0.0142] [0.0203] [0.00261] [0.00261] [0.00261] [0.00728]   

lnTFPfirm, t-1 0.0817*** 0.0818*** 0.0828*** 0.0365*** 0.172*** 0.172*** 0.172*** 0.123***
[0.00910] [0.00919] [0.00893] [0.0104] [0.00526] [0.00526] [0.00526] [0.0149]   

ln(R&Destb. t -1) 0.00206*** 0.00208*** 0.00200*** 0.00398*** -0.00105 -0.00108 -0.00107 -0.00261
[0.000300] [0.000319] [0.000312] [0.000493] [0.000589] [0.000590] [0.000590] [0.00178]   

ln(#employee estb. t-1 ) 0.0008 0.000724 0.000617 -0.00167 0.0121*** 0.0121*** 0.0121*** 0.0181*  
[0.000914] [0.000905] [0.000907] [0.00116] [0.00213] [0.00213] [0.00213] [0.00789]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.00582*** 0.00585**                
[0.00129] [0.00198]                

ln(Sales overseasfirm, t-1 ) 0.000581** 0.000633*** 0.00081 0.000693** 0.000704** 0.000883
[0.000170] [0.000178] [0.000423] [0.000237] [0.000237] [0.000716]   

1 if Importfirm, t-1 >0 -0.000266 -0.00258                
[0.00143] [0.00190]                

ln(Importfirm, t-1 ) -0.000117 -0.000325                
[0.000295] [0.000312]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.0000633 -0.000649 -0.000656 -0.00470*  
[0.000404] [0.000989] [0.000522] [0.00185]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00162** 0.000608 0.0005 -0.00127
[0.000524] [0.00107] [0.000551] [0.00193]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.000172 -0.000332 -0.0000852 0.0000768
[0.000804] [0.000967] [0.000605] [0.00172]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) -0.00125** -0.000494                
[0.000387] [0.000362]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.000193 -0.000672
[0.000675] [0.00114]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.000801 -0.000304
[0.000645] [0.00119]   

N 138,871 138,871 138,871 27,306 138,871 138,871 138,871 27,306
adj. R-sq 0.683 0.683 0.683 0.711 0.102 0.102 0.102 -0.617

F.E.
Estimation

lnTFPestb. t lnTFPestb. t

Year, Industry Year, Industry
OLS FXE (establishment)
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はあるものの、モデル（5）と（7）の固定効果モデルでは輸入の生産性への効果が確認でき

る。 

輸入が事業所の生産性にはそれほど有意な影響を与えなく、企業レベルの生産性には有

意な影響を与えることは、グローバル化による企業の生産ネットワーク効率化に起因する

と思われる。輸入を伴う生産ネットワークの国際展開は事業所の生産性自体を直接高める

ことはないが、非効率的な事業所の閉鎖や効率的な事業所の新規設立などによる企業内資

源配分の効率化によって生産性を高める可能性がある。 

 

表 2-(a) 中間財の国際調達と企業の生産性 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．括弧内数字は産業レベルでクラスター

された標準誤差である。3．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

輸入によって企業内生産ネットワークの効率化が行われている可能性を検証するために、

間接的ではあるが、表 2-(b)では、事業所の退出確率と自社企業の輸入の関係を見ている。

具体的には事業所が t+1 期に退出する場合 1 を取る被説明変数を事業所及び企業の諸変数

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

lnTFPfirm, t-1 0.680*** 0.679*** 0.679*** 0.547*** 0.475*** 0.475*** 0.475*** 0.120***
[0.0201] [0.0201] [0.0202] [0.0293] [0.00184] [0.00184] [0.00184] [0.00348]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.00204*** 0.00201*** 0.00195*** 0.00251*** -0.000425 -0.000421 -0.000419 -0.00267***
[0.000367] [0.000362] [0.000359] [0.000497] [0.000253] [0.000253] [0.000253] [0.000526]   

ln(#employeefirm, t-1 ) 0.00573*** 0.00548*** 0.00529*** 0.00597*** -0.00175 -0.00176 -0.00171 -0.0124***
[0.000938] [0.000979] [0.000982] [0.00124] [0.000924] [0.000925] [0.000925] [0.00254]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 -0.0000744 -0.000356                
[0.00114] [0.000886]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) -0.000166 -0.000141 0.0000313 -0.0000604 -0.0000977 -0.000726** 
[0.000146] [0.000138] [0.000185] [0.000119] [0.000119] [0.000221]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.00538*** 0.00147*                
[0.00103] [0.000724]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00115*** 0.00023                
[0.000178] [0.000138]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.000791** 0.00121** -0.000399 -0.0000714
[0.000257] [0.000358] [0.000253] [0.000507]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.000908** 0.00213*** -0.000827** 0.000523
[0.000306] [0.000462] [0.000255] [0.000511]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.0000743 -0.000165 -0.000734* -0.00116*  
[0.000478] [0.000725] [0.000329] [0.000576]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.000632** 0.000815***                
[0.000196] [0.000149]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.000635** -0.0000445
[0.000212] [0.000297]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.0000831 0.000362
[0.000265] [0.000313]   

N 190,622 190,622 190,621 56,482 190,622 190,622 190,621 56,482
Adj. R-sq 0.801 0.801 0.801 0.885 0.435 0.435 0.435 0.215

F.E.
Estimation FXE (establishment)OLS

Year, IndustryYear, Industry

lnTFPfirm, tlnTFPfirm, t



16 
 

と企業の輸入額に回帰させた。表 2-(b) の結果は、海外生産を行っている企業に加え、輸入

を行っている企業に属する事業所の退出確率がそうでない企業に属する事業所より高く、

輸入額が大きくなるにつれて、その確率がさらに高まること（モデル 2）、それは特にアジ

ア、その中でも中国からの輸入に深く関係すること（モデル 3 と 4 の推計結果）を示してい

る。 

 

表 2-(b) 中間財の国際調達と事業所の退出確率 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．括弧内数字は産業レベルでクラスター

された標準誤差である。3．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

(1) (2) (3) (4)
1 if the establishment exits at t+1

lnTFPestb. t-1 -0.00282 -0.00309 -0.00329 -0.00485
[0.00292] [0.00292] [0.00293] [0.00507]   

lnTFPfirm, t-1 -0.0408*** -0.0429*** -0.0423*** -0.008
[0.00937] [0.00956] [0.00967] [0.0162]   

ln(R&Destb. t -1) -0.0922 -0.173** -0.190** -0.144
[0.0609] [0.0624] [0.0638] [0.161]   

ln(#employee estb. t-1 ) -0.0162*** -0.0170*** -0.0171*** -0.00339
[0.000923] [0.000919] [0.000928] [0.00281]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.00903***                
[0.00232]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) 0.00115*** 0.00106*** 0.00407***
[0.000317] [0.000316] [0.000877]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.00481*                
[0.00200]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00160***                
[0.000370]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.000217 0.00197
[0.000505] [0.00247]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00153* 0.0031
[0.000677] [0.00241]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.000325 -0.000943
[0.000932] [0.00323]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.00109***                
[0.000315]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) -0.000412
[0.00129]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.00306** 
[0.00113]   

N 197,932 197,932 197,932 26,645
adj. R-sq 0.038 0.039 0.039 0.042

F.E. Year, Industry
Estimation Probit  (marginal effect)
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4．3．事業所の輸出行動に与える影響 

輸入の増加は、企業の生産性を増加させることに加えて、生産に関連する限界費用を低下

させることによって企業の輸出を促進する可能性がある。表 3 の(a)と(b)は事業所の輸出行

動を、企業及び事業所の属性と企業レベルの輸入に回帰させている。推計結果は企業の輸入

が事業所の輸出への参入、輸出額の増加に正の影響を与えることを示している。表 3-(a)の

モデル（2）の輸入額の係数は約 0.0027 であり、10％の輸入の増加は事業所の輸出開始の可

能性を約 0.3％増加させることを意味する。輸出額に関しては、10％の輸入の増加は 0.4％の

輸出の増加をもたらす。 

地域ごとに見ると、表 3-(a)のモデル（3）、表 3-(b)のモデル（3）、（4）、（7）、（8）の結果

からアジアからの輸入が輸出の開始と輸出額の増加の両面で事業所の輸出と正の相関を持

つことが確認できる 13。しかし、中国からの輸入が事業所の輸出額に直接影響を与えること

は確認できない。 

 

  

                                                   
13 ただし、輸出に対する為替レートの影響は輸入材価格の変動を通してもたらされる間接

的な影響も考えられるため、追加的な推計として為替レートと輸入額の交差項を入れた推

計も行っている。付録を参照されたい。 
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表 3-(a) 中間財の国際調達と事業所の輸出の開始 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．生産性 lnTFP、研究開発支出 R&D、海

外法人の売上 Sales overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベ

ルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

  

(1) (2) (3) (4)

ln(Exchange ratet-1 ) -0.0307 -0.0312 -0.0329 -0.0574
[0.0227] [0.0228] [0.0235] [0.0658]   

lnTFPestb., t-1 0.00659*** 0.00663*** 0.00732*** 0.00115
[0.00168] [0.00172] [0.00182] [0.00214]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.00118*** 0.00143*** 0.00172*** 0.00130** 
[0.000289] [0.000341] [0.000374] [0.000398]   

ln(#employeeestb.t-1 ) 0.00464*** 0.00385*** 0.00386*** 0.00136
[0.000905] [0.000906] [0.000903] [0.00125]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.00360*                
[0.00157]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) -9.52E-06 0.0000609 0.000289
[0.000211] [0.000211] [0.000259]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.0237***                
[0.00114]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00274***                
[0.000234]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.000881 0.00114
[0.000558] [0.000796]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) -0.000442 -0.000327
[0.000623] [0.000955]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.00135*** -0.000437
[0.000410] [0.000860]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.00252***                
[0.000247]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.00113***
[0.000319]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.000918** 
[0.000319]   

N 126,321 126,321 126,321 34,879
adj. R-sq 0.121 0.109 0.106 0.082

F.E. Year, Industry
Estimation Probit  (marginal effect)

Entry( 1 if not exporting at t -1 & exporting at t )
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表 3-(b) 中間財の国際調達と事業所の輸出額 

 

注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．生産性 lnTFP、研究開発支出 R&D、海

外法人の売上 Sales overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベ

ルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

 

4．4．企業の輸出行動に与える影響 

表 4 では、輸入が企業の輸出行動に与える影響に関して検討している。事業所レベルの分

析と同様、輸入は企業の輸出と正の相関を持つことが確認できる。しかし、推計された係数

の値は、事業所レベルの分析と異なる。表 4-(a)のモデル（2）の輸入額の係数は約 0.006 で、

10％の輸入の増加は輸出開始の確率を 0.06％増加させることを意味する。一方、輸出額に関

しては、表 4-(b)のモデル（2）から 10％の輸入の増加は 1％の輸出の増加をもたらすことが

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ln(Exchange ratet-1 ) -2.809* -2.702 -2.532 -3.663 -1.933*** -1.925*** -1.908*** -1.604
[1.399] [1.409] [1.398] [2.348] [0.439] [0.439] [0.439] [1.159]   

lnTFPestb., t-1 0.848*** 0.854*** 0.847*** 0.880*** 0.335*** 0.335*** 0.336*** 0.315***
[0.0896] [0.0900] [0.0877] [0.124] [0.0387] [0.0387] [0.0387] [0.0746]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.175*** 0.142*** 0.133*** 0.129*** 0.0147 0.0139 0.0146 -0.00145
[0.0191] [0.0205] [0.0201] [0.0208] [0.00788] [0.00789] [0.00789] [0.0152]   

ln(#employeeestb.t-1 ) 1.041*** 1.009*** 1.002*** 1.040*** 0.562*** 0.558*** 0.558*** 0.652***
[0.0360] [0.0349] [0.0346] [0.0374] [0.0343] [0.0343] [0.0343] [0.0824]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.374*** 0.0341                
[0.0608] [0.0223]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) 0.0510*** 0.0495*** 0.0620*** 0.00594* 0.00584* 0.00731
[0.00679] [0.00668] [0.00855] [0.00268] [0.00268] [0.00639]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.0467 0.0218                
[0.0523] [0.0236]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.0415*** 0.0103**                
[0.00631] [0.00385]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.0359* 0.0275 -0.00095 -0.00369
[0.0139] [0.0165] [0.00614] [0.0149]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.0159 0.0188 -0.00926 -0.0265
[0.0140] [0.0144] [0.00609] [0.0154]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.0136 0.0103 -0.0163* -0.00929
[0.0195] [0.0225] [0.00690] [0.0146]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.0176 0.0195***                
[0.00915] [0.00443]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.0300** 0.00196
[0.0108] [0.00946]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.00974 -0.00776
[0.0136] [0.00963]   

N 26,327 26,327 26,327 8,133 26,327 26,327 26,327 8,133
adj. R-sq 0.469 0.474 0.476 0.467 -0.244 -0.244 -0.243 -0.921

F.E. Year, Industry Year, Industry
Estimation OLS FXE (establishment)

ln(Exportestb.,t )
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期待される。輸出に関する Extensive margin の意味でも Intensive margin の意味でも輸入が企

業の輸出行動に与える影響は事業所レベルのそれより大きいと思われる。また、為替レート

の変動や輸入の増加などは輸出額を増加させる効果（intensive margin）が大きく、輸出を開

始させる確率を高める効果（extensive margin）は相対的に弱いことも確認できる。事業所レ

ベルの推計と異なり、中国からの輸入が輸出全体に正の影響を与えることも確認できる。 

 

表 4-(a) 中間財の国際調達と企業の輸出の開始 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2． Sales overseas は海外法人の売上、Import
は輸入額である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, 

(1) (2) (3) (4)

ln(Exchange ratet-1 ) -0.0079 -0.00722 -0.00722 -0.151
[0.0234] [0.0233] [0.0235] [0.0907]   

lnTFPfirm., t-1 0.0240** 0.0210** 0.0239** 0.0214*  
[0.00789] [0.00779] [0.00768] [0.0108]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.00560*** 0.00572*** 0.00568*** 0.00440***
[0.000511] [0.000509] [0.000494] [0.000817]   

ln(#employeefirm, t-1 ) 0.00660*** 0.00542*** 0.00569*** 0.00350*  
[0.000998] [0.00103] [0.000985] [0.00152]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.0369***                
[0.00288]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) 0.00423*** 0.00427*** 0.00523***
[0.000415] [0.000376] [0.000473]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.0383***                
[0.00211]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00631***                
[0.000448]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.00220* -0.00103
[0.00107] [0.00168]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00203** 0.00266
[0.000731] [0.00179]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.00503** -0.00535*  
[0.00191] [0.00246]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.00661***                
[0.000322]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.00545***
[0.000799]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.00403***
[0.000845]   

N 128,222 128,222 128,222 36,021
adj. R-sq 0.089 0.083 0.082 0.08

F.E. Year, Industry
Estimation Probit  (marginal effect)

Entry( 1 if not exporting at t -1 & exporting at t )
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*** p<0.001. 
 

 

表 4-(b) 中間財の国際調達と企業の輸出額 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2． Sales overseas は海外法人の売上、Import
は輸入額である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, 
*** p<0.001. 
 

 

4．5．企業の輸出行動に与える影響（輸出地域レベル分析） 

表 5 は、表 4 の企業単位の分析を、輸出先の四つの地域に分けて、分析単位を企業・地域

にして行った分析の結果である。すべてのモデルで、企業単位分析と同様、輸入の増加は輸

出への参入と輸出額の増加に正の影響を与えることが確認できる。 

説明変数に海外現地法人の売上（Sales overseasfirm, region）が含まれており、推計された係数

の値が負で有意であることは、海外現地法人の生産・販売が輸出と代替的であるより、正で

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ln(Exchange ratet-1 ) -1.129** -1.039* -0.962* 1.266 -1.060*** -1.051*** -1.037*** 0.47
[0.390] [0.424] [0.441] [0.825] [0.153] [0.153] [0.153] [0.468]   

lnTFPfirm., t-1 2.937*** 2.692*** 2.632*** 2.396*** 0.791*** 0.766*** 0.766*** 0.355***
[0.185] [0.183] [0.181] [0.254] [0.0561] [0.0560] [0.0560] [0.0876]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.138*** 0.127*** 0.120*** 0.146*** 0.0049 0.00506 0.00513 -0.0144*  
[0.0160] [0.0142] [0.0135] [0.0185] [0.00396] [0.00396] [0.00396] [0.00708]   

ln(#employeefirm, t-1 ) 1.091*** 0.949*** 0.910*** 0.894*** 0.757*** 0.738*** 0.734*** 0.408***
[0.0392] [0.0368] [0.0345] [0.0435] [0.0205] [0.0206] [0.0206] [0.0462]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 0.636*** 0.109***                
[0.0623] [0.0124]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) 0.0945*** 0.0930*** 0.0867*** 0.0147*** 0.0146*** 0.00513
[0.00718] [0.00656] [0.00868] [0.00162] [0.00162] [0.00275]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.292*** 0.0826***                
[0.0601] [0.0122]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.100*** 0.0332***                
[0.0100] [0.00225]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.0683*** 0.0696*** 0.00766* 0.0069
[0.0131] [0.0128] [0.00352] [0.00648]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.0321** 0.0405** 0.00727* 0.0118
[0.00930] [0.0124] [0.00350] [0.00640]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.0305* 0.0374* -0.00141 0.00638
[0.0138] [0.0158] [0.00479] [0.00765]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.0772*** 0.0328***                
[0.00943] [0.00234]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.0635*** 0.00601
[0.00897] [0.00392]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.0353** 0.00261
[0.0109] [0.00418]   

N 65,808 65,808 65,808 24,285 65,808 65,808 65,808 24,285
adj. R-sq 0.476 0.495 0.498 0.487 -0.052 -0.049 -0.048 -0.302

F.E. Year, Industry Year, Industry
Estimation OLS FXE (firm)

ln(Exportfirm, t )
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ある場合は補完的であることを意味するが、推計結果は当該地域への輸出と現地法人の生

産・販売が代替的ではなく補完的である可能性を示唆するものである 14。 

 

表 5-(a) 中間財の国際調達と企業の輸出の開始（企業・地域） 

 

                                                   
14 しかし、この推計結果はデータから観測できずコントロールされてない変数に影響され

ている可能性もある。本論文ではこのような内生性に対応していない。今後の課題であ

る。 

(1) (2) (3) (4)

ln(Exchange ratet-1 ) -0.0039 -0.00655** -0.00626* -0.0144
[0.00229] [0.00247] [0.00246] [0.0125]   

lnTFPfirm., t-1 0.0154** 0.0110* 0.0115* 0.0129*  
[0.00548] [0.00517] [0.00505] [0.00625]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.486*** 0.453*** 0.446*** 0.440***
[0.0331] [0.0327] [0.0322] [0.0427]   

ln(#employeefirm, t-1 ) 0.00868*** 0.00712*** 0.00693*** 0.00544***
[0.000670] [0.000656] [0.000678] [0.000861]   

1 if Sales overseasfirm,region >0 0.0262***                
[0.00312]                

ln(Sales overseasfirm, region ) 0.00260*** 0.00257*** 0.00299***
[0.000429] [0.000425] [0.000526]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.0279***                
[0.00127]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.00438***                
[0.000168]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.00222*** 0.00119*  
[0.000302] [0.000541]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00246*** 0.00232** 
[0.000452] [0.000743]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.00114 -0.0018
[0.000900] [0.000924]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.00359***                
[0.000172]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.00312***
[0.000238]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.00253***
[0.000372]   

N 607,537 616,764 616,764 177,862
adj. R-sq 0.123 0.131 0.13 0.113

F.E. Year, Industry
Estimation Probit  (marginal effect)

Entryfirm, region, t

( 1 if not exporting at t -1 & exporting at t )
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注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、輸入額 Import など

は属している企業の値である。海外法人の売上 Sales overseas は企業・地域レベルの値である。3．括弧内数

字は産業レベルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

表 5-(b) 中間財の国際調達と企業の輸出額（企業・地域） 

 

注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、輸入額 Import など

は属している企業の値である。海外法人の売上 Sales overseas は企業・地域レベルの値である。3．括弧内数

字は産業レベルでクラスターされた標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

 

4．6．事業所の雇用に与える影響 

表 6 は事業所の雇用を企業の輸出に回帰させた結果である。表 6 のモデル（2）は、輸入

が事業所の雇用に対して負の影響を与える可能性を示している。しかし、その係数は非常に

小さく、-0.0005 の弾力性であり、ほとんど有意な影響を与えないと思われる。固定効果推

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ln(Exchange ratet-1 ) -0.756** -0.671** -0.666** -0.102 -0.763*** -0.752*** -0.752*** 0.123
[0.252] [0.245] [0.246] [0.563] [0.0491] [0.0489] [0.0489] [0.131]   

lnTFPfirm., t-1 1.106*** 1.016*** 1.010*** 1.244*** -0.00231 -0.00751 -0.00702 0.0156
[0.203] [0.204] [0.198] [0.174] [0.0288] [0.0280] [0.0280] [0.0480]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 8.314*** 7.484*** 7.276*** 8.647*** -0.670* -0.586* -0.597* -1.590** 
[0.925] [0.879] [0.858] [0.890] [0.286] [0.284] [0.284] [0.520]   

ln(#employeefirm, t-1 ) 0.987*** 0.869*** 0.842*** 0.844*** 0.686*** 0.659*** 0.655*** 0.442***
[0.0398] [0.0366] [0.0347] [0.0393] [0.0164] [0.0162] [0.0162] [0.0367]   

1 if Sales overseasfirm,region, t-1 >0 0.873*** 0.140***                
[0.0459] [0.0107]                

ln(Sales overseasfirm, region,t-1 ) 0.139*** 0.137*** 0.137*** 0.0240*** 0.0240*** 0.00961***
[0.00562] [0.00532] [0.00628] [0.00144] [0.00144] [0.00263]   

1 if Importfirm, t-1 >0 0.295*** 0.131***                
[0.0619] [0.00932]                

ln(Importfirm, t-1 ) 0.0589*** 0.0236***                
[0.00806] [0.00167]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.0382*** 0.0517*** 0.0115*** 0.0106*  
[0.00977] [0.0101] [0.00242] [0.00447]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.00984 0.0132 0.00628** 0.0046
[0.00826] [0.00888] [0.00242] [0.00448]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) 0.0382** 0.0511*** -0.0051 0.00773
[0.0142] [0.0134] [0.00322] [0.00527]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) 0.0432*** 0.0208***                
[0.00782] [0.00175]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) 0.0247** 0.00167
[0.00729] [0.00300]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) 0.0146* 0.00516
[0.00629] [0.00318]   

N 142,914 144,699 144,699 53,936 142,914 144,699 144,699 53,936
adj. R-sq 0.431 0.444 0.446 0.449 -0.105 -0.105 -0.105 -0.334

F.E. Year, Industry Year, Industry
Estimation OLS FXE (Frim×Region)

ln(Exportfirm, region, t )
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計では有意性を失うことも確認できる。 

 

表 6 中間財の国際調達と事業所の雇用 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．説明変数の内、出荷額 Shipment、1 期前

の従業員数#employee は事業所レベルの値で、生産性 lnTFP、研究開発支出 R&D、海外法人の売上 Sales 
overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされ

た標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

4．7．企業の雇用に与える影響 

表 7 は輸入が企業の雇用に与える影響を検証している。事業所レベルの分析と同様、輸入

は企業レベルの雇用と負の関係を持つことが確認できる。しかし、その弾力性は事業所レベ

ルの分析と同様に-0.0006 と小さく、10％の輸入の増加は企業の雇用を約 0.006％減少させ

る。 

表 7 のモデル（3）と（4）との関係は、輸入と雇用の負の関係が特にアジアからの輸入に

関して有意であることを示しているが、いずれも固定効果推計では有意ではない。 

 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ln(#employeeestb.t-1 ) 0.990*** 0.990*** 0.990*** 0.990*** 0.735*** 0.735*** 0.735*** 0.492***
[0.000749] [0.000741] [0.000743] [0.00154] [0.00174] [0.00174] [0.00174] [0.00594]   

lnTFPestb., t-1 0.0267*** 0.0267*** 0.0265*** 0.0157** 0.0432*** 0.0432*** 0.0432*** 0.0231***
[0.00332] [0.00332] [0.00333] [0.00474] [0.00224] [0.00224] [0.00224] [0.00559]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.000899** 0.000996** 0.000914** 0.000831 0.00228*** 0.00227*** 0.00226*** 0.00165
[0.000273] [0.000291] [0.000282] [0.000502] [0.000475] [0.000476] [0.000476] [0.00135]   

1 if Sales overseasfirm,t-1 >0 -0.00298 0.000357                
[0.00163] [0.00179]                

ln(Sales overseasfirm,t-1 ) -0.000236 -0.000232 -0.000308 0.000192 0.000183 0.0000176
[0.000197] [0.000203] [0.000290] [0.000219] [0.000219] [0.000592]   

1 if Importfirm,t-1 >0 -0.00189 0.00249                
[0.00117] [0.00159]                

ln(Importfirm, t-1 ) -0.000511** 0.0000696                
[0.000177] [0.000277]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.000772 -0.000713 0.000134 -0.00162
[0.000448] [0.000635] [0.000478] [0.00150]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.0000819 0.000418 0.000252 -0.00234
[0.000371] [0.000801] [0.000499] [0.00152]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.000683 0.00113 -8.36E-05 0.000734
[0.000595] [0.000734] [0.000564] [0.00142]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) -0.000818** 0.0000851                
[0.000254] [0.000316]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) -0.000407 -0.000354
[0.000519] [0.000895]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.000355 0.00166
[0.000505] [0.000941]   

N 221,012 221,012 221,012 43,045 221,012 221,012 221,012 43,045
adj. R-sq 0.963 0.963 0.963 0.96 0.402 0.402 0.402 -0.388

F.E. Year, Industry Year, Industry
Estimation OLS FXE (establishment)

ln(# employeeestb., t )
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表 7 中間財の国際調達と企業の雇用 

 
注：1．特記がない限り、説明変数は 1 期前の値を用いている。2．研究開発支出 R&D、海外法人の売上 Sales 
overseas、輸入額 Import などは属している企業の値である。3．括弧内数字は産業レベルでクラスターされ

た標準誤差である。4．* p<0.05, ** p<0.01, *** p<0.001. 

 

 

5．結論 

本研究は、中間財の国際調達が当該企業及び事業所の輸出、生産性、雇用などの諸パフォ

ーマンスに与える影響を分析している。そのために、事業所レベルから企業レベル、企業の

海外事業活動までのデータを、企業を中心にマッチングすることで分析している。 

分析結果からは以下のことが確認できる。 

（1） 既存研究と同様に、企業レベルで見て輸入の増加は企業の生産性にプラスの効果が

ある。輸入先地域別には北米、欧州からの輸入の効果が大きく、中国からの輸入に

は効果が認められなかった。この結果から中間財の国際調達には技術のスピルオー

バー効果があるものと解釈できる。 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ln(#employeefirm.t-1 ) 0.991*** 0.991*** 0.990*** 0.993*** 0.793*** 0.793*** 0.793*** 0.510***
[0.000753] [0.000775] [0.000814] [0.000762] [0.00141] [0.00141] [0.00141] [0.00360]   

lnTFPfirm., t-1 0.140*** 0.140*** 0.139*** 0.105*** 0.181*** 0.181*** 0.181*** 0.122***
[0.00629] [0.00625] [0.00627] [0.00716] [0.00425] [0.00425] [0.00425] [0.00725]   

ln(R&Dfirm, t-1 ) 0.000678 0.000573 0.000473 -0.000123 0.000484 0.000471 0.000451 -0.000466
[0.000348] [0.000348] [0.000340] [0.000308] [0.000390] [0.000390] [0.000390] [0.000769]   

1 if Sales overseasfirm, t-1 >0 0.00292* 0.00453***                
[0.00118] [0.00135]                

ln(Sales overseasfirm, t-1 ) 0.000604*** 0.000625*** 0.000539*** 0.000808***0.000817*** 0.000750*  
[0.000152] [0.000153] [0.000148] [0.000182] [0.000182] [0.000322]   

1 if Importfirm, t-1 >0 -0.00376*** -0.000584                
[0.000765] [0.00112]                

ln(Importfirm, t-1 ) -0.000581*** 0.0000296                
[0.000137] [0.000212]                

ln(Importfirm,t-1  (N.A.)) 0.000378 0.000547 0.00021 0.000502
[0.000239] [0.000352] [0.000392] [0.000748]   

ln(Importfirm,t-1  (Europe)) 0.000636* 0.000266 0.00150*** 0.000186
[0.000275] [0.000574] [0.000395] [0.000752]   

ln(Importfirm,t-1  (Rest of World)) -0.000351 0.000794 -0.000692 0.000256
[0.000428] [0.000591] [0.000507] [0.000853]   

ln(Importfirm,t-1  (Asia)) -0.000861*** -0.000256                
[0.000192] [0.000230]                

ln(Importfirm,t-1  (Asia excl. China)) -0.000974** -0.000431
[0.000283] [0.000442]   

ln(Importfirm,t-1  (China)) -0.000635** 0.000329
[0.000234] [0.000463]   

N 205,744 205,744 205,743 68,884 205,744 205,744 205,743 68,884
adj. R-sq 0.983 0.983 0.983 0.987 0.597 0.597 0.597 0.072

F.E. Year, Industry Year, Industry
Estimation OLS FXE (Frim)

ln(# employeefirm, t )
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（2） 輸入の事業所の生産性向上効果は有意ではないが、企業の生産性向上は正で有意で

あることから、生産と調達のネットワークの効率化が輸入によってもたらされてい

ると思われる。 

（3） 中間財の国際調達は事業所及び企業の輸出の開始、輸出金額の増加にプラスの効果

がある。この結果は、生産性向上による効果に加えて、価格の低下を通じて輸出を

促進することを示唆する。 

（4） 中間財の国際調達には事業所の雇用へのマイナスの効果が認められない。 

 

なお、本論文では、企業・事業所の輸出と輸入の内生性に対して本格的に対応していない。

Feng et al. (2016) のように、操作変数を用いた推計が望ましい。これらは本研究の今後の課

題である。 

輸入の増加は経済にマイナスの影響を与えると考えがちであるが、海外との国際分業の

進展の結果により増加する中間財の輸入は、企業の生産性や輸出にプラスの効果があるこ

とが本研究の分析結果から示唆された。しかし中小企業は、一般的に情報格差等により国際

調達が難しい状況にあることが想定され、このような企業に対しては国際的な調達ネット

ワークに参加できるような情報提供や人材育成を支援する政策が望まれる。 
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付録 

A. 1. 輸入が事業所の輸出行動に与える影響 
 

 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

ln(Exchange rate) -0.0391 -0.0383 0.0228 -2.641 -2.339 -2.752
[0.0219] [0.0223] [0.0462] [1.480] [1.456] [2.576]   

lnTFP, firm 0.00395 0.00444 -0.00296 1.733*** 1.700*** 1.650***
[0.00404] [0.00402] [0.00671] [0.181] [0.190] [0.324]   

ln(R&D) 0.00168*** 0.00178*** 0.00121* 0.146*** 0.138*** 0.140***
[0.000423] [0.000455] [0.000475] [0.0205] [0.0201] [0.0213]   

ln(#employee, estb.) 0.00589*** 0.00581*** 0.00352*** 0.944*** 0.942*** 0.959***
[0.000995] [0.000998] [0.000857] [0.0354] [0.0352] [0.0376]   

ln(Sales overseas) 0.000469 0.000417 0.000780* 0.0529*** 0.0518*** 0.0637***
[0.000278] [0.000277] [0.000298] [0.00677] [0.00672] [0.00898]   

ln(Import) 0.00365*** 0.0386***                
[0.000422] [0.00589]                

ln(Import (N.A.)) 0.00171 0.0015 0.0259 0.0171
[0.000863] [0.00123] [0.0136] [0.0171]   

ln(Import (Europe)) 0.000684 0.00134 0.0201 0.0285
[0.000864] [0.00132] [0.0146] [0.0151]   

ln(Import (Rest of World)) -0.00196* -0.000435 0.0116 0.0156
[0.000839] [0.00175] [0.0190] [0.0214]   

ln(Import (Asia)) 0.00334*** 0.0169*                
[0.000424] [0.00802]                

ln(Import (Asia excl. China)) 0.00187** 0.0331** 
[0.000664] [0.0105]   

ln(Import (China)) 0.000996* -0.0162
[0.000486] [0.0131]   

ln(Exchange rate)×ln(Import) 0.0039 -0.0247                
[0.00243] [0.0390]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (N.A.)) -0.00668 -0.00139 -0.0107 -0.0627
[0.00643] [0.00923] [0.0676] [0.103]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Europe)) 0.00608 0.0112 -0.0155 0.0413
[0.00701] [0.00822] [0.0657] [0.110]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Rest of World)) 0.00885 0.0144 -0.143* 0.0436
[0.00557] [0.0116] [0.0613] [0.0888]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia)) 0.0029 0.0172                
[0.00255] [0.0504]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia excl. China)) -0.00532 0.0656
[0.00662] [0.0825]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (China)) 0.00296 -0.0719
[0.00410] [0.0650]   

N 168,920 168,920 48,849 28,087 28,087 8,793
adj. R-sq 0.026 0.026 0.019 0.477 0.478 0.47

F.E. Year, Industry

Export

ln(Export)
Entry( 1 if not exporting at t -1 &

exporting at t )
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A. 2. 輸入が企業の輸出行動に与える影響 
 

 
  

(1) (2) (3) (4) (5) (6)

ln(Exchange rate) -0.0175 -0.0138 -0.166 -1.076* -0.892* 1.143
[0.0214] [0.0208] [0.0895] [0.423] [0.409] [0.836]   

lnTFP, firm 0.0179** 0.0206** 0.0188 2.691*** 2.630*** 2.395***
[0.00626] [0.00607] [0.00941] [0.183] [0.181] [0.254]   

R&D/Sales 0.00980*** 0.00972*** 0.00742*** 0.127*** 0.120*** 0.146***
[0.000940] [0.000930] [0.00148] [0.0142] [0.0135] [0.0185]   

ln(#employee, firm) 0.00553*** 0.00573*** 0.00329* 0.949*** 0.910*** 0.894***
[0.00126] [0.00125] [0.00163] [0.0370] [0.0347] [0.0436]   

ln(Sales overseas) 0.00983*** 0.00986*** 0.0107*** 0.0945*** 0.0932*** 0.0866***
[0.00111] [0.00106] [0.00132] [0.00722] [0.00658] [0.00869]   

ln(Import) 0.00966*** 0.101***                
[0.00108] [0.01000]                

ln(Import (N.A.)) 0.00375* -0.00171 0.0685*** 0.0683***
[0.00184] [0.00233] [0.0131] [0.0124]   

ln(Import (Europe)) 0.00396** 0.00352 0.0316** 0.0370** 
[0.00136] [0.00294] [0.00930] [0.0132]   

ln(Import (Rest of World)) -0.00645** -0.00644* 0.0297* 0.0481** 
[0.00193] [0.00251] [0.0136] [0.0160]   

ln(Import (Asia)) 0.0107*** 0.0776***                
[0.000970] [0.00946]                

ln(Import (Asia excl. China)) 0.0113*** 0.0654***
[0.00210] [0.00922]   

ln(Import (China)) 0.00640*** 0.0351** 
[0.00158] [0.0105]   

ln(Exchange rate)×ln(Import) 0.00758 0.0112                
[0.00513] [0.0305]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (N.A.)) -0.000621 -0.025 0.0324 -0.0169
[0.0129] [0.0208] [0.0369] [0.0502]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Europe)) 0.000558 -0.00517 -0.0335 -0.0474
[0.0122] [0.0220] [0.0535] [0.0455]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Rest of World)) -0.0168 0.00393 -0.169* 0.135
[0.0104] [0.0203] [0.0636] [0.0779]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia)) 0.0134* 0.0227                
[0.00602] [0.0365]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia excl. China)) 0.0487** 0.0253
[0.0149] [0.0326]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (China)) 0.011 -0.00188
[0.0160] [0.0340]   

N 128,222 128,222 36,076 65,808 65,808 24,285
adj. R-sq 0.032 0.032 0.031 0.495 0.499 0.487

F.E.

Export

Entry( 1 if not exporting at t -1 &
exporting at t )

ln(Export)

Year, Industry
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A. 3. 輸入が企業の輸出行動に与える影響（地域） 

 

 

(1) (3) (4) (5) (7) (8)

ln(Exchange rate) -0.000726 0.000385 -0.0108 -0.873** -0.800** 0.0581
[0.00368] [0.00355] [0.0133] [0.260] [0.250] [0.558]   

lnTFP, firm 0.00942 0.00878 0.00926 1.021*** 1.024*** 1.243***
[0.00516] [0.00494] [0.00625] [0.201] [0.191] [0.173]   

ln(R&D) 0.844*** 0.821*** 0.797*** 7.477*** 7.303*** 8.665***
[0.0686] [0.0685] [0.0884] [0.878] [0.857] [0.892]   

ln(#employee) 0.00796*** 0.00748*** 0.00562*** 0.868*** 0.841*** 0.844***
[0.00128] [0.00124] [0.00107] [0.0366] [0.0346] [0.0394]   

ln(Sales overseas) 0.0115*** 0.0114*** 0.0105*** 0.139*** 0.137*** 0.137***
[0.00163] [0.00163] [0.00181] [0.00563] [0.00530] [0.00629]   

ln(Import) 0.00678*** 0.0594***                
[0.000636] [0.00808]                

ln(Import (N.A.)) 0.00552*** 0.00310** 0.0382*** 0.0488***
[0.000913] [0.00107] [0.00991] [0.0101]   

ln(Import (Europe)) 0.00598*** 0.00541** 0.00998 0.00647
[0.00139] [0.00190] [0.00833] [0.00897]   

ln(Import (Rest of World)) -0.00148 -0.00314* 0.0379* 0.0588***
[0.00138] [0.00128] [0.0142] [0.0132]   

ln(Import (Asia)) 0.00560*** 0.0441***                
[0.000424] [0.00783]                

ln(Import (Asia excl. China)) 0.00557*** 0.0260** 
[0.000649] [0.00761]   

ln(Import (China)) 0.00373*** 0.0106
[0.000583] [0.00608]   

ln(Exchange rate)×ln(Import) 0.00416* 0.0516**                
[0.00194] [0.0188]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (N.A.)) 0.00524 0.00291 -0.0807* -0.0465
[0.00466] [0.00984] [0.0382] [0.0544]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Europe)) 0.00745 0.0137 -0.0251 -0.0951*  
[0.00390] [0.00846] [0.0417] [0.0387]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Rest of World)) -0.00985 -0.00575 -0.0212 0.111
[0.00677] [0.00887] [0.0455] [0.0568]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia)) 0.00159 0.102***                
[0.00143] [0.0240]                

ln(Exchange rate)×ln(Import (Asia excl. China)) -5.86E-06 0.0213
[0.00365] [0.0314]   

ln(Exchange rate)×ln(Import (China)) 0.00151 -0.0536
[0.00484] [0.0273]   

N 616,764 616,764 177,862 144,699 144,699 53,936
adj. R-sq 0.038 0.039 0.034 0.444 0.446 0.449

F.E.

Export

Entry( 1 if not exporting at t -1 &
exporting at t )

ln(Export)

Industry, year
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